
平成１６年（行ケ）第３３７号審決取消請求事件
口頭弁論終結日　平成１６年１０月２１日
                    判決
 原              告　  　Ａ
 同訴訟代理人弁護士      寒河江孝允
 同                      矢野敏樹
 被              告　　　財団法人日本オリンピック委員会
 同訴訟代理人弁護士      辻居幸一
 同                      竹内麻子
 同訴訟代理人弁理士      佐々木功
 同                      川村恭子
 同                      加藤ちあき
                    主文
　　　　　１　原告の請求を棄却する。
          ２　訴訟費用は原告の負担とする。
                    事実及び理由
第１　請求
  　特許庁が取消２０００―３０５４０号事件について平成１６年６月２４日にし
た審決を取り消す。
第２　争いのない事実等
  １　特許庁における手続の経緯
    　原告は，別紙記載のとおりの構成からなり，商標法施行令（平成１３年政令
第２６５号による改正前のもの）１条別表の第１６類「印刷物」を指定商品とする
登録第３３０００５９号商標（平成６年５月９日登録出願，平成９年５月２日設定
登録，以下「本件商標」という。）の商標権者である。
    　被告は，平成１２年５月１５日，本件商標につき，商標法５０条に基づく商
標登録取消審判の請求（以下「本件審判請求」という。）をし（取消２０００―３
０５４０号事件），その予告登録が同年６月１４日にされたところ，特許庁は，平
成１５年６月２５日，「登録第３３０００５９号商標の商標登録は取り消す。」と
の審決をした。
    　そこで，原告は，同年８月４日，上記審決について審決取消訴訟を提起した
（当庁平成１５年（行ケ）第３４９号）ところ，同年１０月１６日，「特許庁が取
消２０００―３０５４０号事件について，平成１５年６月２５日にした審決を取り
消す。」との判決がされ，確定した（判決日については，甲２の３により認め
る。）。
    　その後，特許庁は，取消２０００―３０５４０号事件を再び審理し，平成１
６年６月２４日，再び，「登録第３３０００５９号商標の商標登録は取り消す。」
との審決（以下「本件審決」という。）をし，その謄本は同年７月６日に原告に送
達された（送達日については，甲２２により認める。）。
  ２　本件審決の理由の要旨
    (1)　使用者及び使用商標について 
      　「フオルッアジヤパン」の小さな文字と「がんばれ日本」の大きく表した
文字を二段に表示した題号からなる「Ａ博士の会」（以下「本件団体」という。）
の会報（以下「本件会報」という。）は，原告により発行されたものであり，その
会報の題号である「フオルッアジヤパン」「がんばれ日本」の表示は，本件商標と
綴り字が同一であることから，社会通念上同一とみられ得るものと認められる。 
    (2)　使用している商品について　 
      ア　商標法５０条の適用上，「商品」というためには，市場において独立し
て商取引の対象として一般市場を転々流通し得る物でなければならならず，また，
「商品についての登録商標の使用」があったというためには，商品の識別標識とし
て同法２条３項及び４項所定の行為がされたことを要するものというべきであるか
ら，その点について検討する。 
        　本件団体は，原告の世界観，人生観，生き方を広め，原告の発明を活用
するなどを通じて，原告と共に世の中を良くしていくことを目的としているもので
あり，また，本件団体の会報である本件会報に掲載されている記事内容からして
も，専ら，原告個人の思想・信条，科学的見解，とりわけその発明を紹介し，一貫
して称揚し，宣伝するものであり，かつ，本件会報を原告自身の意思決定に基づき
発行していると推認されることから，本件団体は，原告個人の思想，信条や発明事



業内容と密接に関係した原告の個人的要素の強い会（団体）と認められる。 
        　そして，本件会報は，本件団体の会報として，原告個人に密接に関係し
た，少なくても，本件審判請求の登録日前に発行された本件会報は，原告個人につ
いて記載した内容の記事が極めて多いものとなっている。 
        　上記事実からすると，本件会報は，本件団体又は原告を離れ，一般的市
場において独立して商取引の対象物となっていたものとは認め難いものである。 
        　したがって，本件会報は，本件会報に定価の表示があるとしても，商標
法上の商品ということはできないものである。 
      イ　原告は，本件会報を毎月３０～４０部（その後，毎月会員向け４百数十
名，その他１００と２００部の合計５百数十部ないし６百数十部と訂正してい
る。）を配布していると主張して，本件会報について使用していた旨主張してい
る。しかしながら，上記認定のとおり，原告は，本件商標を商標法上の商品に使用
しているものとは認められないものであり，むしろ，本件団体の会報として，会員
又は原告個人の思想，信条等に共感する者（準会員）に限定して配布されていたも
のと認められる。また定期刊行物として不特定多数の需要者に広く販売されていた
ことの証拠の提出もないので，その主張は採用することができない。 
      ウ　そうすると，本件商標が本件審判請求に係る指定商品「印刷物」につい
て原告によって使用されていたということはできない。 
        　その他，本件商標を本件審判請求に係る商品について具体的に使用して
いる事実を認めるに足る証拠はない。 
        　してみれば，原告が，本件商標と社会通念上同一とみられる使用商標を
本件審判請求の登録（平成１２年６月１４日）前３年以内に本件会報に使用してい
たとしても，本件会報が商標法上の商品とは認められないことから，原告が，本件
商標を審判請求に係る指定商品のいずれかについて本件審判請求の登録前３年以内
に使用をしていたものということはできない。 
        　その他，原告は，商標権者，専用使用権者又は通常使用権者のいずれか
が本件商標に係る商品について使用していたものと認めるに足りる証拠を提出して
おらず，また，本件商標を使用していないことについて正当な理由があることも明
らかにしない。 
    (3)　まとめ 
      　以上のとおり，原告は，商標権者，専用使用権者又は通常使用権者のいず
れかが，本件商標を本件審判請求の登録前３年以内に日本国内において，取消請求
に係る指定商品のいずれかについて使用していたことを証明することができなかっ
たといわざるを得ない。
      　したがって，本件商標は，商標法５０条の規定により，その指定商品につ
いての登録を取り消すべきものである。 
第３　原告主張に係る本件審決の取消事由の要点
  　本件審決は，「本件会報は，本件団体又は原告を離れ，一般的市場において独
立して商取引の対象物となっていたものとは認め難いから，商標法上の商品という
ことはできない」として，本件審判請求の登録前３年以内（以下「本件対象期間」
という。）における指定商品についての本件商標の使用の事実を認めるに足りない
と判断したが，誤りである。
  　すなわち，本件会報は，本件団体の会報として，定価表示が付された上，平成
６年６月末以来，毎月欠かさず，継続的に発行されている。本件会報は，①本件団
体の会員（会費を支払うこととされている。）に対して，会員名簿に基づき，毎月
４３９部以上郵送され，②本件団体の月例会会場や年２，３回開催されるパーティ
ー会場（マスコミ等により広く開催が告知されている。）においても，定価１００
円で常時販売され，③「Ｂ天才発明館」においても，一般人に対し，定価１００円
で常時販売されており，①ないし③の合計発行部数は，平成６年６月末以降，毎月
５３９部ないし６３９部以上である。原告の主張に共鳴し，本件会報の購入にも関
心がある者の母数は，６４００万人以上に上ると見積もられ，そのうち少なくとも
３万人以上は，本件団体事務局のコンピュータ内に個人情報が登録され，データが
随時更新されている。
  　これらの事情によれば，本件会報は，本件団体の会員に対して配布されるのみ
ならず，原告の思想や本件団体の設立趣旨・活動方針に興味を持った者その他の不
特定多数の需要者に対し，全国的規模により有償で譲渡され又はされ得たものとい
うべきである。したがって，本件会報は，市場において取引対象となる印刷物であ
り，商標法上の商品に当たるというべきである。



  　なお，本件審決は，本件団体が原告の思想等に関係した個人的要素が強い団体
であること，及び本件会報の内容が原告個人についての記載が多いものであること
のみを根拠として，本件会報の商標法上の商品性を否定した。しかしながら，「印
刷物」の商品性は，当該印刷物が不特定多数の需要者に譲渡され又は譲渡され得た
か否かにより判断されるべきものであって，当該印刷物を発行する団体の性格や，
印刷物の記事の内容だけから，商品性を判断できるものではない。したがって，本
件団体が原告の思想等に関係した個人的要素が強い団体で，本件会報の内容が原告
個人についての記載が多いものであるとしても，そのことから直ちに，本件会報の
市場における取引の可能性が否定されることにはならない。
第４　被告の反論の要点
  　本件審決の判断は正当であり，原告主張の取消事由は理由がない。
  　すなわち，本件団体は，原告個人の思想信条や，発明事業の内容と密接に関係
した原告の個人的要素の強い団体であるところ，本件会報は，年会費を支払った本
件団体会員や，本件団体が開催するパーティーの会費を支払った参加者が無償で受
領するものにすぎない。また，本件会報は，見開きわずか４頁程度のパンフレット
様のものにすぎず，原告個人及び原告がした発明等に関する内容のみから構成さ
れ，原告及びその事業（「技芸・スポーツ又は知識の伝授」や「セミナーの企画・
運営又は開催」等の役務）に関する宣伝広告物にすぎない。これらの事情によれ
ば，本件会報は，市場において独立して商取引の対象として流通に供される商品と
はいえず，これと同旨の本件審決の判断は正当である。
  　（なお，そもそも，本件会報が実際に本件対象期間内に頒布されたことを示す
証拠はない。また，本件会報の発行部数，対価の支払等についての原告の主張に
は，変遷が多く，信用性がない。さらに，本件会報における実際の使用態様は，
「フオルッアジヤパン」の文字の部分が，極めて小さく表記されているため，出所
識別機能を発揮しているものとはいえず，したがって，本件商標と社会通念上同一
の商標ということはできない。）
第５　当裁判所の判断
  １　原告は，「本件会報は，本件団体又は原告を離れ，一般的市場において独立
して商取引の対象物となっていたものとは認め難いから，商標法上の商品というこ
とはできない」として，本件対象期間内における指定商品についての本件商標の使
用の事実を認めるに足りないとした本件審決の判断は誤りである旨主張する。そこ
で，以下，この主張の当否について検討する。
    (1)　争いのない事実並びに証拠（甲２の１２，甲３の１～１３，甲１３，甲２
０，乙５，乙６〔後記認定に反する部分を除く。〕）及び弁論の全趣旨を総合すれ
ば，以下の事実が認められる。
      ア　本件団体の設立
        　原告は，平成３年４月，「原告の人生観等に賛同する人々が集まって親
睦を図りながら，原告の発明を活用するなどして世の中をよくしていくこと」を目
的として，「Ａ博士の会」（本件団体）を主催者として発足させた。本件対象期間
における本件団体の会員数は，定かではないが，本件団体の会員は，入会金及び会
費の支払義務を負担しており，本件団体は，月例会やパーティー等の会合を開催し
ている。
      イ　本件会報の発行
        　原告は，平成６年６月から，少なくとも本件対象期間以降まで，ほぼ毎
月一回，「フオルッアジヤパン」との小さな文字を上段に，「がんばれ日本」との
大きな文字を下段に，二段に表示した題号を付して，本件団体の会報（本件会報）
を発行している（本件対象期間における本件会報の発行部数は，定かでない。）。
なお，原告は，平成６年４月ころ，イタリアの政界において新党「フォルツァ・イ
タリア（がんばれイタリア）」が台頭したことに触発されて，従来から抱いていた
「日本をよりよくしなければならない」との信念に基づき，「ガンバレ日本（FORZA 
GIAPPONE）」運動を提唱し，これを受けて，上記題号を採択したものである。
      ウ　本件会報の内容
        　本件対象期間内に発行された本件会報は，４頁程度のパンフレット状の
ものであり，「発行者　がんばれ日本　価格１００円」と表記されており，その内
容は，専ら，原告の信条・思想等の表明，原告がした発明の内容の紹介，原告個人
の学術的・政治的活動・見解の紹介，本件団体主催の月例会やパーティーの報告等
であって，原告個人を賞賛するものが極めて多い。
        　原告は，本件会報を，本件団体の開催する月例会やパーティー等の会合



（本件団体会員のほか，希望者が参加費を支払った上で参加することができる。）
において，参加者に対し，それ自体は無償で配布してきた。（なお，本件対象期間
における参加者の人数は，定かではない。）
    (2)ア　原告は，「本件会報は，①本件団体の会員に対して，会員名簿に基づ
き，毎月４３９部以上郵送され，②本件団体の月例会会場や年２，３回開催される
パーティー会場においても，定価１００円で常時販売され，③「Ｂ天才発明館」に
おいても，一般人に対し，定価１００円で常時販売されており，①ないし③の合計
発行部数は，毎月５３９ないし６３９部以上である。」旨主張する。
        　しかしながら，本件団体の会員数，本件会報の発行部数，本件会報の会
員に対する郵送，本件会報の一般人への販売等の点に関しては，これに沿う内容の
原告の陳述記載（甲２の１２，甲３の１２，甲２０）はあるものの，それを裏付け
る客観的証拠（会員名簿，印刷発注書，会計帳簿等）は一切提出されていない。
        　そもそも，原告は，当初，①本件審判請求事件における平成１２年１０
月１７日付け答弁書（乙５）においては，「定期的に３０～４０名の会員に頒布し
ている」と主張し，②平成１４年１２月１６日付け答弁書（第２）（乙６）におい
ても，「本件会報の配布先は『Ａ博士の会（略称：なかよし会）』の出席者，その
他の会合の出席者であるため，部数も月により変動し特定は出来ないが，少なくと
も例会の出席者に対し３０～４０部は頒布されている。定価は１部１００円とされ
ており，会費のある会合においては，会費に含まれるものとして出席者に配布し，
その他の購入希望者には有償で配布するようにしている。」と主張していたとこ
ろ，③平成１６年１月２９日付け上申書（甲３の１３）において，「発行部数につ
いては，旧審判段階で３０～４０部と主張したが，毎月会員向け，４百数十名とそ
の他１００～２００部の合計５百数十部ないし６百数十部発行している，のが正し
い。」と主張内容を大きく変更し，しかも，その変更の理由には一切触れるところ
がない（本件訴訟においても，主張変更の理由は述べられていない。）。これらの
事情によれば，原告の現在の主張内容の信用性について疑問を持たざるを得ない。
        　なお，甲２０添付の写真は，その撮影時期も明らかでないものであるか
ら，本件対象期間内に「Ｂの天才発明館」において本件会報の一般人に対する販売
が行われた事実を裏付けるものということはできない。また，本件会報に「定価１
００円」との記載があることのみでは，本件会報が定価どおりの価額で販売された
事実を認めるに足りない。
        　以上の事情によれば，前記(1)のとおり，原告が，本件会報を，本件団体
の開催する会合において，参加者に対し，無償で配布した事実は認められるもの
の，それ以上に，本件団体の会員数，本件会報の発行・配布部数，本件会報の一般
人への販売等の点に関する，原告の上記主張に係る事実は，本件全証拠によって
も，これを認めるに足りない。
      イ　また，原告は，「①原告の主張に共鳴し，本件会報の購入にも関心があ
る者の母数は，６４００万人以上に上ると見積もられ，②そのうち少なくとも３万
人以上は，本件団体事務局のコンピュータ内に個人情報が登録され，データが随時
更新されている。」旨主張する。しかしながら，①については，原告独自の見解に
すぎず，これを認めるに足りる証拠はないし，②についても，原告によるその旨の
陳述記載（甲２０）はあるものの，それを裏付ける客観的証拠は一切提出されてい
ない。したがって，原告の上記主張は理由がない。
    (3)　商標法５０条における商品とは，市場において独立して商取引の対象とし
て流通に供される物でなければならないと解すべきである。これを本件についてみ
るに，前記認定事実によれば，①「フオルッアジヤパン」の小さな文字と「がんば
れ日本」の大きな文字を二段に表示した題号が付されている本件会報は，本件団体
の会報であること，②本件団体は，原告の考えに賛同する者が集まり原告を支援す
ることを目的とするものであって，原告の個人的色彩が極めて強い団体というべき
であり，しかも，その会員数も定かではないこと，③本件会報の体裁は，４頁程度
のパンフレット状のものにすぎず，その内容も，専ら，原告の思想・信条の紹介，
原告の発明の紹介，本件団体主催の会合の報告等であって，原告の個人的色彩が極
めて強いものであること，④本件会報は，本件団体の開催する会合（本件団体会員
や，参加費を支払った希望者が参加することができる。）において，参加者に対
し，それ自体は無償で配布されたにとどまり，発行・配布部数は定かではなく，本
件会報の一般人に対する販売が行われた事実もこれを認めるに足りないことが明ら
かである。これらの事情によれば，本件会報は，原告の個人的色彩が極めて強い本
件団体の開催する会合に参加した，本件団体会員等の参加者（その数は定かでな



い。）に対し，本件団体ないし原告の行う政治的・学術的活動等の宣伝，広告を兼
ねたサービスの一環として無償で配布された印刷物にすぎないというべきであり，
それ以上に，市場において独立して商取引の対象として流通に供された物とは認め
られない。
      　したがって，本件会報の配布をもって，本件対象期間内における本件商標
の使用があったということはできない。
    (4)　なお，原告は，「本件団体が原告の思想等に関係した個人的要素が強い団
体で，本件会報の内容が原告個人についての記載が多いものであるとしても，その
ことから直ちに，本件会報の市場における取引の可能性が否定されることはならな
い。」旨主張する。しかしながら，上記判示は，原告の指摘する本件団体の性質や
本件会報の内容のみならず，本件団体の規模（会員数），本件会報の体裁，本件会
報配布の規模（配布数）・配布対象・対価の有無等に関する諸般の事情を踏まえて
なされたものであるから，原告の上記主張は上記判示を何ら左右するものではな
い。
    (5)　そして，他に，本件対象期間内に日本国内において，商標権者，専用使用
権者又は通常使用権者のいずれかが，本件商標を，本件審判請求に係る指定商品で
ある「印刷物」について使用していたことを認めるに足りる的確な証拠はない。
      　そうすると，商標法５０条により，本件商標は，その登録の取消しを免れ
ないから，これと同旨の本件審決の判断は相当である。
  ２　以上のとおり，原告主張の取消事由は理由がなく，他に本件審決を取り消す
べき瑕疵は見当たらない。
    　よって，原告の本件請求は理由がないから，これを棄却することとし，主文
のとおり判決する。

          　　東京高等裁判所知的財産第１部

            　　          裁判長裁判官   　 　　北　　山　　元　　章

                          　　　裁判官　　　　　青　　柳　　　　  馨

 　　　　　　　            　　 裁判官 　　     沖　　中　　康　  人

（別紙）


